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 少子高齢化や過疎化等の社会情勢の変化にともない、財政制約も相まって、地方
の鉄道・路線バスは不採算路線の撤退が相次ぎ、小売店やガソリンスタンドの減
少による生活必需品の入手が困難になるなど、地域に必要なサービスが継続的に
提供されなくなるおそれが高まってきている。

 このような状況を受けて、本研究会では、国内外における事例や制度を踏まえ、
地域に必要なサービスの提供や課題解決に取り組む事業主体のあり方について、
課題や制度上の対応策等を中心に取りまとめた。



④ ③

①②

本研究会における事例の類型化

（※）鉄道設備の維持管理費を除く。

スケールアップを図り、経済
性をも重視する等の場合には
上記の事業主体のニーズが想

定される。
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AsMama
【株式会社】

Hub Tokyo
【株式会社】

いすみ鉄道 (※)

【株式会社
（第三ｾｸﾀｰ）】

吉田ふるさと村
【株式会社
（第三ｾｸﾀｰ）】

大宮産業
【株式会社】

ﾒｯﾄﾌｨｰﾙﾄﾞ･
ｽﾄｱｽﾞ【CIC】

ﾋｭｰﾏﾝﾌｪﾛｰｼｯ
ﾌﾟ【NPO法人】

波多ｺﾐｭﾆﾃｨ協議会
【認可地縁団体】

ｶﾙﾁｬｰ･ｽﾎﾟｰﾂ･ｸﾞ
ﾗｽｺﾞｰ･ﾄﾚｰﾃﾞｨﾝｸﾞ

【CIC】

経済性両立型
（出資、融資等による資金調達を中心とし、事業

収益を継続的に上げているビジネスモデル）

地域ベース型 事業ベース型

社会性重視型
（寄附、補助金、委託費等による収入や資金調達中心）

山万
【株式会社】

夢未来くんま
【NPO法人】

いしはらの里
【合同会社】

K2ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ
ｼﾞｬﾊﾟﾝ【株式会社】

ｺﾛﾝﾌﾞｽ
ｱｶﾃﾞﾐｰ

【NPO法人】

経済的利益と社会性の双方
を追求する事業主体のニー

ズあり。

K2グループ


